










(a) カナダは1867年のイギリス領北アメリカ法（BritishNorth American 
A州’Actde l'Amむiquedu Nord Britanniq吋が｝ギリス議会で可決さ
れたことによりイギリスの植民地から連邦制の自治領として発足した国家で
あるO 最初は，ケベック， オンタリオ等 4州のふであったが，現在は10の州
(province）と 2つの准州（territory）から構成されている。そのうちケベッ
(1) カナダでは1969年の公用語法（OfficialLanguages Act）により英語とフランス語
が公用語である。 CanadaHandbook, 46th ed., 1976, p. 49. 
(2) カナダ会社法を紹介する日本の文献として、酒巻俊雄「カナダ会社法J『海外商事法
務』 52号24頁，同「カナダにおける会社設立（1)(2)J 『海外商事法務j84号24頁， 87号
18頁，同「カナダ，ブリティシュ・コロンピア州会社法（1）」『比較法学』 4巻1号111
頁，同「カナダ，オンタリオ州法人法」『比較法学』 6巻2号169頁，同「オンタリオ
州新事業会社法（1)(2）」 『海外商事法務』 123号16頁， 124号16頁，同「英連邦諸国の会
社法（2）～」 『国際商事法務』 vol.4, 48頁以下，同「英連邦諸国の私会社制度」 『早










的地位を占めている）。かくして「ケベック会社制定法(laloi des compagnies) 
は，多かれ少なかれ正確には， 1867年以来連邦議会，他の州立法者，一定のア
メリカの州及び連合王国議会が採用した様々の会社制定法に基づいて模倣され







(3) ツヴァイゲルト・ケッツ（大木雅夫訳〉 『比較法概論原論上』 203頁以下参照。
(4) ツヴァイゲルト・ケッツ（大木訳〉 「前掲書下j]426頁以下参照。 Ebert,Rechts-
vergleichung, Bern, 1978, S. 80. 
(5) Caron, {De !'action reciproque du droit civil et du common law dans le droit 
des compagnies de la Province de Quebec≫ Studies in Canadian Company Law 





適用される様になったのは， 1881年からである。その後1888年， 1907年， 1920年，
1941年， 1964年に修正が行なわれているが，全面改正は行なわれていない。 1964年は
重要な修正だと言われている。 Caron,op. cit., p. 102 et s.その後1964年法は， 1965



















(7) なお Labrieand Palmer, The Pre-Confederation History of Corporations in 
Canada, in Studies in Canadian Company Law, vol. l, p. 36; Caron, op. cit., p. 
104 et s.参照。
(8) Labrie and Palmer, op. cit., pp. 56-60. 
(9) 詳しくは Ziegel,Constitutional Aspects of Canadian Companies, in Studies in 
Canadian Company Law, vol. 1. pp. 149ー 194；酒巻『前掲海外商事法務』 84号24-
26頁等参照。 もっとも会社（soci白色 oucompagnies incorporees) と巣なり組合
(societes non-incorporees）の場合は各州Ii去に準拠することを要し，ケベック川｜では
民仏工 (ledroit civil)，他の9つの州では commonlawによる。 Bertrand,{La societe 
d’une seule personne en droit canadian>, Revue de l’association quebecoise pour 
l百tudecomparative de droit (Rapports pr・esentesau Vlle Congrらsde l’Academie 
Internationale de Droit Compare tenu a Uppsala (Su会de)6--13 a6ut 1966), 1966, 
p. 174. 
(10) Palmer, Company Law Reform in Canada, 1963 J. B. L. 30; Palmer, Federalism 


















(1D 条文集として OntarioBusiness Corporations Act with Regulation 1978-79, 1978 
が，コンメンタールとして Lavine,The Business Corporations Act: An Analysis, 
1971, Torontoが出版されている。新'1Lを紹介するものとして酒巻『前掲海外商事法
務』 123号16頁， 124号16頁がある。
ω 各州の現行会社法及びその修正状況は， Sutherland and Horsley, Fraser’s Hand-
book on Canadian Company Law, 6th ed., 1975, Toronto, xxv-xxviii参照。
(13) 条文集として CanadaCorporations Act with Regulations 1973が出版されてい
る。
(l4J 条文集として CanadaBusiness Corporations Act with Regulations, 4th ed., 1979 
が，ガイドブックとして J.M.Wainberg and M. I. Wainberg, Guidebook to Canada 
Business Corporations Act, 1977が出版されている。
回 カナダ、事業会社法は1975年12月15日から施行された。 CandaCorporations Actで
設立された会社が事業を継続しようとするときには1980年12月15日までに継続証明書








（防 カナダでは，会社として株式有限責任会社（companylimited by shares, 





。 Ziegel,The New Look in Canadian Corporations Laws, in Studies in Canadian 
Company Law (ed. Ziegel), vol. 2, 1973, Toronto, p. 62. 
(17) 注（1）の文献及び Davies,Canadian Perspectives on Company Law Reform, in 




率からも簡単に証明されうる。その比率は， Ontario,36.1%, Quebec, 27. 1%, British 
Columbia, 10.8%, Alberta, 7.8%, Manitoba, 4.5%, Saskatchewa, 4%, Nova 
Scotia, 3. 6%, New Brunswick, 3. 0%. Newfoundland, 2. 4%, Prince Edward Island, 
0. 5%, Northwest准州， 0.2%,Yukon准州， 0.1%であった。 CanadaHandbook, 46th 
























もって（Manitoba3条（1),New Brunswick 38条， PrinceEdward lsland l条
(8), Canada Corporations Act 3条（1))，登記で設立される会社については基本
定款（memorandumof association）又は附属定款（articlesof association）を







(2) Sutherland and Horsley, op. cit., p. 1. 
(23) Jaccobucci and Johnston, The Private on Closely Held Corporation, in Studies in 
Canadian Company Law (ed. Ziegel), vol. 2, 1973, p. 78. 
（叫詳細は Sutherlandand Horsley, op. cit., pp. 33-44参照のこと。本文の要件以



























(26) Ziegel, The New Look in Canadian Corporations Laws, op. cit., vol. 2, p. llf.; 

























他方 CanadaCorporations Act も公募会社・私会社の区別を認めていたが，















(28) Ziegl, The New Look in Canadian Corporations Laws, op. cit., p. 11. Jacobucci 
and Johnston, op. cit., p. 101. 
ω 酒巻『前掲比較法学』 4巻 1号114頁以下；同『前掲早稲田法学』 53巻 1'2号59頁
以下。
側 Sutherland and Horsley, op. cit., pp. 36f.報告会社とそうでない会社との主要な
相違点は，委任状投票，委任状の勧誘，↑古報問状．財務諸表の要件，会計耽査役及び
会計監査委員会の選任に関するものである。



























相違点については－Neuman, Letters Patent and Memorandum of Association Com-
panies, in Studies in Canadian Company Law, vol. 1, pp. 66-101に；！｛：しい。その
他酒巻『前掲国際商事法務』 vol.4, 215～ 6頁等参照。
¢3) Bertrand, op. cit., p. 181. 










パータ，プリティッシュ・コロ γピア，ニューファンドラ γ ド， ノヴァ・スコ
例
シア及びサスカチェワン州の各州法が採用している。















(35) Bertrand, op. cit., p. 180. 
附設立登記方式の詳細は Sutherlandand Horsley, op. cit., pp. 17ー 22,28-29；酒
巻『前掲国際商事法務』 5巻6号288頁以下参照。
的酒巻『前掲比較法学』 4巻1号114頁。
側 Sutherlandand Horsley op. cit., pp. 13-17; 27-28参照。
側 Sutherland and Horsley, op. cit., pp. 504-508参照。
-131-
-308-





















色1) 拙稿「一人株式会社設立の可能性一比較法的考察j 『富大経済論集』 22巻1号6頁
以下参照。
ω この記述は明確に狭義の一人会社を指している。しかし従来一人会社とは広義のー
人会社を指していた。例えば Bonhamand Soberman, The Nature of Corporate 
Personality, in Studies in Canadian Company Law, vol. l, p. 16f.参照。
(43) Lavine, op. cit., pp. 39-43.なお Ziegel.The New Look in Canadian Corpora-




























(4) J. M. Wainberg and M. I. Wainberg, op. cit., p. 2. 
附 Sutherlandand Horsley, op. cit., pp. 216 and 234. 
(46) Iacobucci and Johneton, op. cit., p. 85.判例として ReCowichan Leader Ltd. 




























的 SutherlandHorsley, op. cit., p. 152-160参照。



















い（Ontario122条（劫； CanadaBusiness Corporations Act 97条（2））。その上取
締役が株主であるか，株主になることを要求する様な規定は存在していない






























(50) Lavine, op. cit., p. 43. 
(51) もっとも113条は77条より単純化されている。
52) Ziegel, The New Look in Canadian Corporations Laws, op. cit., p. 10. 























倣って1866年法が制定されているO これはイ γ ドにおける最初の会社総括法で
あるO この法律は1882年法によって改正されたが，これはその時までになされ
たイギリス会社法の改正に倣ったものであった。 1882年から1913年までの間に
5つの修正法が，それぞれ1887年， 1891年， 1895年， 1900年及び1910年に制定
されている。 1913年には，イギリスの1908年会社総括法に倣って，会社総括法
が制定された。同法により初めて私会社制度がイ γ ドに導入された。その後



























































倒本文の会社立｛.k史は， Schuklaand Gulschan, Principles of Company Law, 5th 
ed., 1977, New Delhi, pp. 1-9; Shah, Lectures on Company Law, 12th ed., 1961, 
Bombay, p. 4；星川，『前掲文献調査報告』 1-14頁を参照した。 1956年会社法を紹
介する論文として，星川『前掲文献調査報告」 15頁以下，同「現行インド会社法の概
要（1)(2）」 『海外商事法務』 63号9頁， 64号17頁以下がある。その他1956年会社法の翻
訳が安田信之訳『インド会社法（1)(2）」 (1969年修正が含まれている）としてアジア経
済研究所から出版されている0
(59) Irnai, Report of Indian Law, in International Encyclopedia of Comparative 
Law, vol. l, National Reports I-1, I-16.中央政府の承認と認可を要する事項の一
覧表は， Shuklaand Gulshan, op. cit., pp. 544-545にある。













( 1 B））も，公募会社とみなされるようになった。これらの会社は依然、として， 3条
(l)(iji)の要件を附属定款に規定し続けることができるとともに，社員数は7人未満に減
少することができる（Schuklaand Gulschan, op. cit., pp. 44, 554£.）。公募会社と私会
社の主もな相違点は以下の通りである（cf.Schukla and Gulschan, op. cit., pp. 47 f.; 











































等しくおlomonv. Salomon & Co., Ltd., (1897) A. C. 22を説く点からみ
例
ても，それは所謂広義の一人会社を指すと理解して誤がなし、。ちなみに広義の
む古 Shukla and Gulshan, op. cit., p. 72. 
(63) Shukla and Gulshan, op. cit., p. 168; Shah, op. cit., p. 69. 
ω インド会社法36条 1項は，基本定款と附属定款の効力について，イギリス1948年会
社法20条1項とほぼ同ーの規定を有している。従って効力に関する議論もイギリスの
それと同一である。 Cf.Shukla and Gulshan, op. cit., pp. 109ff.; Shah, op. cit・＇pp.
31ff. 
制 Shukla and Gulshan, op. cit., 69；なお Shah,op. cit., p. 47参照0





























6司 Shuklaand Gulshan, op. cit., p. 284 
附 Shah, op. cit., p. 2υ7；安田沢『インドの会社法（1）』 173J｛。


























。 Shuklaand Gulshan, op. cit., p. 472; Shah, op. cit., p. 276 
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